
青森県地域道路維持工事・業務共同企業体取扱要領 

 

平成２４年１月１０日青監第６６８号 

平成２９年１２月２２日青監第６５３号（最終改正） 

（趣旨） 

第１条 この要領は、除雪業務、道路維持管理工事及び道路パトロール業務（以下「地域

道路維持工事・業務」という。）の指名競争入札に参加させようとする者及び随意契約の

相手方としようとする者の選定並びに一般競争入札に当たって、共同企業体の方法によ

ろうとする場合の取扱い等について必要な事項を定めるものとする。 

（共同企業体の形態） 

第２条 この要領の対象とする共同企業体の形態は、地域維持型建設共同企業体（地域の

維持管理に不可欠な事業につき、地域の建設業者が継続的な協業関係を確保することに

よりその実施体制を安定確保することを目的として結成される共同企業体をいう。）であ

って、分担施工・履行方式とすることとして当該地域道路維持工事・業務ごとに結成さ

れるもの（以下「地域道路維持型共同企業体」という。）とする。 

（対象工事等） 

第３条 契約担当者等（青森県財務規則（昭和３９年３月青森県規則第１０号）第１２９

条に規定する契約担当者等をいう。以下同じ。）は、地域社会の維持を図るため、人員及

び建設機械の計画的な確保と効率的な運用が可能となる場合は、地域道路維持型共同企

業体の方法によることができるものとする。 

（地域道路維持型共同企業体の構成員） 

第４条 地域道路維持型共同企業体の構成員の数は、発注しようとする地域道路維持工

事・業務ごとに契約担当者等が定めるものとする。 

２ 地域道路維持型共同企業体の各構成員は、次に掲げる者でなければならない。 

（１）青森県建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（平成２年３月青森

県規則第１８号）第５条の規定により、土木一式工事の資格の認定を受けていること。 

（２）分担する工事・業務（以下「工事等」という。）について元請負人としての工事等の

実績があること。 

（３）分担する工事等を管理する者として契約担当者等が定める要件を満たす者を配置で

きること。 

（４）その他契約担当者等が入札を適正かつ合理的に行うために必要があると認めた資格

を有する者であること。 

（地域道路維持型共同企業体の自主結成） 

第５条 契約担当者等は、地域道路維持型共同企業体の方法によろうとするときは、入札

型式により次に定める事項のうち、必要とされる事項をあらかじめ公告し、共同企業体

を自主的に結成させるものとする。 

（１）工事等の番号 

（２）工事等の名称 



（３）工事等の場所 

（４）工事等の種類 

（５）契約期間 

（６）工事等の概要（規模、形式、工法等） 

（７）参加資格 

（８）設計図書及び契約書案の縦覧、現場説明並びに入札執行の日時場所 

（９）入札執行回数 

（10）保証金の取扱い 

（11）最低制限価格の有無 

（12）入札条件 

（13）入札書記載金額等 

（14）その他必要と認められる事項 

（地域道路維持型共同企業体の構成） 

第６条 地域道路維持型共同企業体は、次に掲げるものでなければならない。 

（１）分担施工・履行方式（乙型共同企業体）であること。 

（２）各構成員が前条第７号の参加資格の要件を満たしていること。 

（３）各構成員が当該地域道路維持工事・業務の入札に係る他の地域道路維持型共同企業

体の構成員になっていないこと。 

（４）分担工事等がない者を構成員としていないこと。 

（５）代表者が、構成員の中で施工・履行能力が大きい者であること。 

（地域道路維持型共同企業体の資格審査） 

第７条 契約担当者等は、次に掲げる事項について審査し、共同企業体が地域道路維持型

共同企業体としての資格があるかどうかの認定を行うものとする。 

（１）分担施工・履行方式（乙型共同企業体）であること。 

（２）各構成員が、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項

に規定する者に該当しないこと。 

（３）各構成員が、青森県財務規則第１２８条の規定による一般競争入札に参加できない

者でないこと。 

（４）各構成員が、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者（更生手続開始又は再生手続開始の決定後、知事の

確認を受けている者を除く。）でないこと。 

（５）各構成員が、指定された地域県民局管内に本店、支店又は営業所を有していること。 

（６）各構成員が、青森県建設工事の競争入札に参加する者の資格等に関する規則第６条

第１項の規定により土木一式工事の等級の決定を受けている者であること。 

（７）各構成員が、次に示すいずれかの工事等を受注した実績があること。 

① 管理工事等 県内での過去５年間における国又は地方公共団体から発注された、

巡回、清掃、除草、補修修繕、道路施設管理工事等 



② 除雪業務 県内での過去１０年間における国道、県道、青森県道路公社が管理す

る有料道路（以下「有料道路」という。）、県が管理する臨港道路（以下「臨港道路」

という。）又は市町村道の一般除雪業務（排雪を含む。）及び春除雪業務（有料道路、

臨港道路及び市町村道の下請負人としてのものを除く。） 

（８）各構成員が分担する工事等を施工・履行する期間、監理（主任）技術者を配置でき

ること。ただし、除雪業務を分担する構成員は、国道、県道、有料道路、臨港道路又

は市町村道における道路除排雪業務に現場代理人として従事した経験を有する者（有

料道路、臨港道路及び市町村道の下請負人の現場代理人としてのものを除く。）を現場

代理人として配置できること。 

（９）除雪業務を分担する構成員は、除雪業務に使用する除雪機械１台につき１名以上の

除雪機械運転員を配置できること。 

（10）除雪業務を分担する構成員で、借上げ機械により業務を行おうとする者は、特記仕

様書に記載する規格と同等以上の機械を配備できること。 

（11）各構成員が、労働保険（労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）及び社会保険

（健康保険及び厚生年金保険又は船員保険をいう。）に加入し、かつ、保険料の滞納が

ないこと。 

（12）各構成員が、青森県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

（13）構成員が当該入札に係る他の共同企業体の構成員を兼ねていないこと。 

（14）分担工事等がない者を構成員としていないこと。 

（15）代表者が、構成員の中で施工・履行能力が大きい者であること。 

（16）構成員の数が、指定された数であること。 

（17）各構成員が、警察当局から、知事に対し、暴力団員が実質的に経営を支配する建設

業者又はこれに準ずる者として、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続し

ていないこと。 

（18）各構成員が、本工事等に関する技術力（安全性や品質確保）や工事等の改善のため

に行うモニター調査に協力できること。 

（19）その他契約担当者等が入札を適正かつ合理的に行うために必要があると認めた資格

を有する者であること。 

２ 前項の資格の認定をしようとするときは、青森県県土整備部建設工事入札参加者等選

定要領（平成２年４月１日青監第３号）第３６条第１項に規定する公所選定委員会の審

査に付すものとする。 

   附 則 

 この要領は、平成２４年１月１０日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成２５年１月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成  年  月  日から施行する。 

 


